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健康対策課
１　「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」との関連
２　見直しのイメージ
従　　　来　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染症法改正後
（平成19年4月1日以降）
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　都道府県策定











愛知県感染症予防計画





「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下「感染症法」という。）第9条第1項の規定により、厚生労働大臣は「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）を定めることとされており、また、感染症法第10条第1項の規定では、都道府県は、基本指針に即して「感染症予防計画」を定めることとされている。


今回の結核予防法の廃止及び感染症法の一部改正に伴い、平成19年4月1日に、基本指針が一部改正されたことから、現行の愛知県感染症予防計画についてその内容を見直す必要がある。


また、旧結核予防法第3条の４の規定に基づき策定した愛知県結核予防計画について、愛知県感染症予防計画への統合等も含め、見直しを行う必要がある。





＜参考＞





感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律　抜粋


（基本指針） 


第九条 　厚生労働大臣は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めなければならない。 


（予防計画） 


第十条 　都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（以下この条において「予防計画」という。）を定めなければならない。 





旧結核予防法　抜粋


（基本指針）


第三条の三　厚生労働大臣は、結核の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めなければならない。


（予防計画） 


第三条の四　都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（以下この条において「予防計画」という。）を定めなければならない。
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　都道府県策定
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愛知県感染症予防計画





５　今後の予定


月�
感染症予防計画�
結核予防対策プラン（仮称）�
�
７月�



★7月30日衛生対策審議会の開催


　　　　同日感染症対策専門部会の開催














★パブリックコメント議会説明


★パブリックコメント報道発表


★パブリックコメント開始(10／1～10／31)


★市町村、医師会等への意見照会





★パブリックコメント等終了





　


専門部会委員へパブリックコメント等の結果の報告


　専門部会委員との協議





★衛生対策審議会の開催





★改正に関する報道発表


★愛知県公報登載


�




























































　案の作成、委員への説明等





★結核対策推進会議の開催�
�
８月�
�
�
�
９月�
�
�
�
１０月�
�
�
�
１１月�
�
�
�
１２月�
�
�
�
１月�
�
�
�
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�
�
�









基本方針











資料　３－２





愛知県結核予防計画





結核の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針








６　今回の基本的な指針の主な改正内容





（１）患者等の人権の尊重の観点からの改正


　　


ア　感染症の予防の推進の基本的な方向として、人権の尊重の観点を明確にするとともに、人権の尊重の観点からの規定の整備を行うこと。





イ　対人措置を講ずる場合には、人権の尊重の観点から必要最小限度のものとすること。





ウ　入院勧告時には患者等に対する意見を述べる機会の付与を厳正に行うことが必要であること。





エ　入院時の処遇について県等に対する苦情の申し出を通じ、患者等の精神的不安の軽減を図るものとすること。





（２）結核予防対策に係る規定の追加





ア　定期の健康診断に関して、その実施が政策上有効かつ合理的であると認められるものについて、重点的な健康診断を実施するとともに、都道府県においては、予防計画の中に地域の実情等に応じて、定期の健康診断の対象者について定めることが重要であること。





イ　結核指定医療機関においては、患者に治療の必要性について十分に説明し、理解・同意を得ることが重要であること。





ウ　都道府県は厚生労働大臣の定める基準に適合するものについて、その開設者の同意を得て、結核指定医療機関に指定すること。





（３）病原体等の所持等を規制する制度の創設に伴う改正


　　


ア　感染症の病原体等に関する調査及び研究に関する事項について規定すること。


　　


イ　特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保に関する事項を追加すること。





（４）新型インフルエンザ対策の一層の強化の観点からの改正


　　


ア　健康危機管理の段階に応じた行動計画等の策定及びその周知を通じ、健康危機管理体制の構築を行うことが必要であること。


　　


イ　国は、新型インフルエンザウイルスの監視体制を一層強化するとともに、国内外の情報収集体制の整備を図ることが重要であること。





　　ウ　新型インフルエンザが出現又は流行した場合には、国は、ＷＨＯ（世界保健機関）等との連携の上、感染症に関する早期警戒と対策のためのネットワークである「グローバル感染症警報・対応ネットワーク」を速やかに活用し、情報を収集するものとすること。





　　エ　国は、医薬品の備蓄、適正な使用方法等に関する計画をあらかじめ策定し、関係者の理解を得ておく必要があるものとすること。





























３　愛知県感染症予防計画の現在までの経緯


年　　度�
感染症法�
感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針�
愛知県感染症予防計画�
�
平成11年度�
11. 4. 1一部改正�
11. 4. 1 策　　定�
11. 9. 8策　　定�
�
平成16年度�
15.11. 5一部改正�
15.12.19一部改正�
17. 1.14一部改正�
�
平成17年度�
―�
17. 3.31一部改正�
17. 8. 9一部改正�
�
平成19年度�
19. 4. 1一部改正�
19. 4. 1一部改正�
（今回審議予定）�
�



４　愛知県結核予防計画の現在までの経緯


年　　度�
結核予防法�
結核の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針�
愛知県結核予防計画�
�
平成17年度�
17. 4. 1一部改正�
17. 4. 1 策　　定�
17. 8. 1策　定�
�
平成19年度�
19. 3.31廃　　止�
19. 3.31廃　　止�
（今回審議予定）�
�
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愛知県結核予防対策プラン（仮称）








（５）疑似症の届出に係る規定の追加





二類、三類、四類及び五類感染症の疑似症については、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置が迅速かつ適切に行われる必要があることから、法第14条に規定する指定届出機関から都道府県知事等への届出が適切に行われることが求められるものとすること。





（６）緊急時における施策に関する事項の追加





　　ア　国及び都道府県は、感染症の予防及びまん延の防止のため、緊急の必要がある場合には、必要な措置を定め、医師その他の医療関係者に対し、必要な協力を求め、迅速かつ的確な対策が講じられるようにするものとすること。





　　イ　国は、緊急の必要があるときには、都道府県等に対し、感染症に関する試験研究等を行っている食品の派遣その他の必要な協力を要請し、迅速かつ的確な対策が講じられるようにするものとすること。





　　ウ　緊急時において、国は、国民が対策を講じる上で、有益な情報を可能な限り提供することが重要であり、この場合には、複数の情報提供媒体の設定、理解しやすい内容での情報提供を行うものとすること。





（７）その他感染症法の一部改正の内容を踏まえた規定の整備を行うこと。








